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(1) 連結財務４表の範囲等 

 

  連結財務４表とは、一般会計のほか、特別会計や市と連携して行政サービスを実施し

ている関係団体・法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務書類です。 

 

  市に属する全ての会計を連結した「全体財務４表」に加え、市が加入・出資する次の

団体を連結したものが、連結財務４表となります。 

○地方独立行政法人 

○一部事務組合及び広域連合 

  ○地方三公社 

  ○第三セクター等 

 

 ◇地方独立行政法人 

地方自治体が設立したすべての地方独立行政法人が連結対象となります。地方独立

行政法人には公立大学法人も含まれており、市が設立した地方独立行政法人は公立大

学法人長岡造形大学のみとなります。 

   ・(大)長岡造形大学 

 

 ◇一部事務組合及び広域連合 

   市が加入する一部事務組合及び広域連合が対象となります。 

   また、連結に際しては、市の当該年度負担割合相当分等を連結する「比例連結」を

行います。 

   ・新潟県市町村総合事務組合 

   ・三条･燕･西蒲･南蒲広域養護老人ホーム施設組合 

   ・新潟県中越福祉事務組合 

   ・魚沼地区障害福祉組合 

・新潟県後期高齢者医療広域連合 

 

 ◇地方三公社 

   地方自治体が設立した地方三公社（土地開発公社・住宅供給公社・道路公社）が連

結対象となりますが、市が設立した地方三公社は土地開発公社のみとなります。 

   ・長岡地域土地開発公社 
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◇第三セクター等 

   第三セクター等については、市の出資比率が 50％以上の団体を連結の対象としてい 

ます。 

   ・(公財)長岡市米百俵財団 

   ・(一財)長岡産業交流会館 

   ・(公財)長岡市勤労者福祉サービスセンター 

   ・(公財)長岡市国際交流協会 

   ・(公財)長岡市スポーツ協会 

・(公財)長岡市芸術文化振興財団 

   ・(一財)長岡花火財団 

   ・(株)山古志観光開発公社 

 

 ◇連結内部の相殺消去 

   連結対象となる会計・団体間で取引があった場合、その収入及び支出をそれぞれか

ら相殺しています。 

   また、会計・団体間に出資などの関係がある場合、貸借対照表でもそれぞれ相殺し

ています。 
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        （令和７年３月31日現在）
  

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 732,778,379   固定負債 286,985,307
    有形固定資産 710,189,036     地方債等 181,743,787
      事業用資産 278,703,872     長期未払金 161,755
        土地 92,055,167     退職手当引当金 17,684,150
        立木竹 0     損失補償等引当金 14,895
        建物 300,786,159     その他 87,380,721
        建物減価償却累計額 △ 133,761,206   流動負債 26,616,695
        工作物 74,884,388     １年内償還予定地方債等 21,329,224
        工作物減価償却累計額 △ 61,123,932     未払金 1,719,931
        船舶 -     未払費用 17,555
        船舶減価償却累計額 -     前受金 87,810
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,807,710
        航空機 -     預り金 1,274,251
        航空機減価償却累計額 -     その他 380,215
        その他 1,958 負債合計 313,602,003
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 5,861,337 　固定資産等形成分 747,039,940
      インフラ資産 407,551,653 　余剰分（不足分） △ 291,507,439
        土地 117,520,389 　他団体出資等分 736,940
        建物 15,715,831
        建物減価償却累計額 △ 9,096,757
        工作物 517,426,272
        工作物減価償却累計額 △ 240,959,854
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 6,945,771
      物品 59,271,499
      物品減価償却累計額 △ 35,337,988
    無形固定資産 3,137,795
      ソフトウェア 45,412
      その他 3,092,383
    投資その他の資産 19,451,548
      投資及び出資金 3,055,211
        有価証券 1,752,761
        出資金 1,302,450
        その他 -
      長期延滞債権 1,341,647
      長期貸付金 54,277
      基金 15,277,908
        減債基金 -
        その他 15,277,908
      その他 28,257
      徴収不能引当金 △ 305,751
  流動資産 37,093,064
    現金預金 19,294,281
    未収金 758,811
    短期貸付金 23,660
    基金 14,237,901
      財政調整基金 12,037,438
      減債基金 2,200,463
    棚卸資産 2,855,039
    その他 9,121
    徴収不能引当金 △ 85,749
  繰延資産 - 純資産合計 456,269,440
資産合計 769,871,443 負債及び純資産合計 769,871,443

(2)　連結貸借対照表
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(3) 連結貸借対照表の分析

◇社会資本形成の世代間負担比率

　　社会資本整備の結果を示す有形固定資産のうち、純資産による整備又は将来の支払い

　に委ねられる負債による整備の割合をみることにより、これまでの世代によって既に負

　担された分の割合と、将来返済しなければならない分の割合をみることができます。

    ※　有形固定資産等に対する地方債及び長期借入金、純資産合計の割合を算出したも

　    のであるため、両指標の数値を足したものは100％になりません。

    ※　地方債等及び長期借入金は、臨時財政対策債など特例的な地方債を除いて算出し

　　　ています。

◇純資産比率

　　資産合計に占める、返済を要しない純資産の比率を表します。企業会計における自己

　資本比率に相当するものであり、この比率が高いほど、財政状態が健全であるといえま

　す。一般的に６割程度が標準とされています。

（単位：千円）

対前年度

増減率
（％）

対前年度

増減率
（％）

709,160,442 711,696,381 0.4 710,189,036 △ 0.2 

(2,535,939) (△1,507,345)

154,803,763 156,905,393 1.4 153,916,832 △ 1.9 

(2,101,630) (△2,988,561)

445,342,641 450,873,777 1.2 456,269,440 1.2 

(5,531,136) (5,395,663)

21.8 ％ 22.0 ％ 21.7 ％

( 0.2  ) ( △ 0.3  )

62.8 ％ 63.4 ％ 64.2 ％

( 0.6  ) ( 0.8  )

項　　　　　　　目 令和４年度 令和５年度
（前年度との差）

令和６年度
（前年度との差）

有 形 固 定 資 産 ａ

地 方 債 等 及 び 長 期 借 入 金
（１年内償還予定地方債等を含む）

ｂ

純 資 産 合 計 ｃ

社 会 資 本 負 担 比 率
（ 将 来 世 代 の 負 担 ）

b/a

社 会 資 本 負 担 比 率
（ こ れ ま で の 世 代 の 負 担 ）

c/a

（単位：千円）

対前年度

増減率

（％）

対前年度

増減率

（％）

445,342,641 450,873,777 1.2 456,269,440 1.2 

(5,531,136) (5,395,663)

773,807,160 775,720,277 0.2 769,871,443 △ 0.8 

(1,913,117) (△5,848,834)

57.6 ％ 58.1 ％ 59.3 ％

( 0.5  ) ( 1.2  )

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ｂ

純 資 産 比 率 a/b

項　　　　　　　目 令和４年度 令和５年度
（前年度との差）

令和６年度
（前年度との差）

純 資 産 合 計 ａ
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        （令和７年３月31日現在）
         [令和７年１月１日現在人口　255,261人]   

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,871   固定負債 1,125
    有形固定資産 2,783     地方債等 712
      事業用資産 1,092     長期未払金 1
        土地 361     退職手当引当金 69
        立木竹 0     損失補償等引当金 0
        建物 1,178     その他 343
        建物減価償却累計額 △ 524   流動負債 104
        工作物 293     １年内償還予定地方債等 84
        工作物減価償却累計額 △ 239     未払金 7
        船舶 -     未払費用 0
        船舶減価償却累計額 -     前受金 0
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 7
        航空機 -     預り金 5
        航空機減価償却累計額 -     その他 1
        その他 0 負債合計 1,229
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 23 　固定資産等形成分 2,927
      インフラ資産 1,597 　余剰分（不足分） △ 1,143
        土地 460 　他団体出資等分 3
        建物 62
        建物減価償却累計額 △ 36
        工作物 2,027
        工作物減価償却累計額 △ 944
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 28
      物品 232
      物品減価償却累計額 △ 138
    無形固定資産 12
      ソフトウェア 0
      その他 12
    投資その他の資産 76
      投資及び出資金 12
        有価証券 7
        出資金 5
        その他 -
      長期延滞債権 5
      長期貸付金 0
      基金 60
        減債基金 -
        その他 60
      その他 0
      徴収不能引当金 △ 1
  流動資産 145
    現金預金 75
    未収金 3
    短期貸付金 0
    基金 56
      財政調整基金 47
      減債基金 9
    棚卸資産 11
    その他 0
    徴収不能引当金 △ 0
   繰延資産 - 純資産合計 1,787
資産合計 3,016 負債及び純資産合計 3,016

(4)　連結貸借対照表（市民１人当たり）
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　  　自　令和６年４月１日
　  　至　令和７年３月31日   

（単位：千円）

    資産除売却損 102,941
    損失補償等引当金繰入額 7,354
    その他 110,129

純行政コスト 191,915,247

  臨時利益 242,517
    資産売却益 30,569
    その他 211,947

    使用料及び手数料 10,997,507
    その他 4,167,980
純経常行政コスト 191,876,186
  臨時損失 281,578
    災害復旧事業費 61,154

      補助金等 67,824,906

      その他 549,235

      社会保障給付 49,126,308

  経常収益 15,165,487

      その他の業務費用 3,337,359
        支払利息 1,232,355
        徴収不能引当金繰入額 76,161
        その他 2,028,843
    移転費用 117,500,449

      物件費等 59,397,922
        物件費 29,966,112
        維持補修費 7,328,349
        減価償却費 21,978,338
        その他 125,124

      人件費 26,805,942
        職員給与費 16,629,231
        賞与等引当金繰入額 1,807,710
        退職手当引当金繰入額 1,822,707
        その他 6,546,294

    業務費用 89,541,223

(5)  連結行政コスト計算書

科目名 金額

  経常費用 207,041,672
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(6)連結行政コスト計算書の分析

◇退職給与引当金繰入比率

　　職員にかかる退職手当コストが、通常の人件費と比較してどの程度の負担になってい

　るかをみることができます。

◇地方債等平均利子率

　　地方債等残高と支払利息との比率で、現在、地方債等で何％の利子を支払っているか

　をみることができます。

◇受益者負担の割合

　　経常的な行政サービスの提供に係る費用に対して、使用料・手数料などの受益者負担分が

　どの程度の割合を占めているかをみることができます。この割合が低いほど、受益者負担分

　より市税や地方交付税などの一般財源や補助金等の歳入でその費用を賄っていることになり

　ます。

（単位：千円）

対前年度
増減率

（％）

対前年度
増減率

（％）

1,110,989 1,151,154 3.6 1,822,707 58.3 

(40,165) (671,553)

24,133,621 24,553,805 1.7 26,805,942 9.2 

( 420,184) ( 2,252,137)

4.6 ％ 4.7 ％ 6.8 ％

( 0.1  ) ( 2.1  )

項　　　　　　　目 令和４年度 令和５年度
（前年度との差）

令和６年度
（前年度との差）

退 職 手 当 引 当 金繰 入額 ａ

人 件 費 ｂ

退職手当引当金繰入 比率 a/b

（単位：千円）

対前年度
増減率

（％）

対前年度
増減率

（％）

1,310,436 1,224,739 △ 6.5 1,232,355 0.6 

(△85,697) (7,616)

211,684,950 210,218,124 △ 0.7 203,073,011 △ 3.4 

(△1,466,826) (△7,145,113)

0.6 ％ 0.6 ％ 0.6 ％

( 0.0  ) ( 0.0  )

項　　　　　　　目 令和４年度 令和５年度
（前年度との差）

令和６年度
（前年度との差）

支 払 利 息 ａ

地 方 債 等 残 高 ｂ

地 方 債 等 平 均 利 子 率 a/b

（単位：千円）

対前年度
増減率

（％）

対前年度
増減率

（％）

15,312,999 14,511,941 △ 5.2 15,165,487 4.5 

(△801,058) (653,546)

202,420,787 200,325,690 △ 1.0 207,041,672 3.4 

(△2,095,097) (6,715,982)

7.6 ％ 7.2 ％ 7.3 ％

( △ 0.4  ) ( 0.1  )

令和５年度
（前年度との差）

令和６年度
（前年度との差）

項　　　　　　　目 令和４年度

経 常 収 益 ａ

経 常 費 用 ｂ

受 益 者 負 担 の 割 合 a/b

-7-



　  　自　令和６年４月１日
　  　至　令和７年３月31日   
    [令和７年１月１日現在人口　255,261人]

（単位：千円）

    業務費用 350.8

(7)  連結行政コスト計算書（市民１人当たり）

科目名 金額

  経常費用 811.1

      人件費 105.0
        職員給与費 65.2
        賞与等引当金繰入額 7.1
        退職手当引当金繰入額 7.1
        その他 25.6
      物件費等 232.7
        物件費 117.4
        維持補修費 28.7
        減価償却費 86.1
        その他 0.5
      その他の業務費用 13.1
        支払利息 4.8

      補助金等 265.7
      社会保障給付 192.5

        徴収不能引当金繰入額 0.3
        その他 8.0
    移転費用 460.3

      その他 2.1
  経常収益 59.4
    使用料及び手数料 43.1
    その他 16.3
純経常行政コスト 751.7
  臨時損失 1.1
    災害復旧事業費 0.3
    資産除売却損 0.4
    損失補償等引当金繰入額 0.0

    その他 0.9
純行政コスト 751.8

    その他 0.4
  臨時利益 1.0
    資産売却益 0.1
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　　   自　令和６年４月１日
　　   至　令和７年３月31日

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 450,873,777 750,134,584 △ 300,026,033 765,226

  純行政コスト（△） △ 191,915,247 △ 191,873,765 △ 41,481

  財源 195,994,689 195,981,494 13,195

    税収等 126,588,738 126,588,545 193

    国県等補助金 69,405,950 69,392,948 13,002

  本年度差額 4,079,442 4,107,728 △ 28,287

  固定資産等の変動（内部変動） △ 3,194,428 3,194,428

    有形固定資産等の増加 22,670,815 △ 22,670,815

    有形固定資産等の減少 △ 25,595,096 25,595,096

    貸付金・基金等の増加 7,448,964 △ 7,448,964

    貸付金・基金等の減少 △ 7,719,110 7,719,110

  資産評価差額 525 525

  無償所管換等 1,422,546 1,422,546

  他団体出資等分の増加 - -
  他団体出資等分の減少 - -
　比例連結割合変更に伴う差額 △ 1,270 △ 1,252 △ 18 -
  その他 △ 105,580 △ 1,322,036 1,216,455

  本年度純資産変動額 5,395,663 △ 3,094,644 8,518,594 △ 28,287

本年度末純資産残高 456,269,440 747,039,940 △ 291,507,439 736,940

(8)  連結純資産変動計算書
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（単位：千円）

  財務活動支出 24,469,442

財務活動収支 △ 7,212,730

本年度末資金残高 18,235,887

本年度資金収支額 △ 2,562,978
前年度末資金残高 20,796,564

    地方債等償還支出 21,871,236
    その他の支出 2,598,206
  財務活動収入 17,256,712
    地方債等発行収入 14,725,922
    その他の収入 2,530,790

比例連結割合変更に伴う差額 2,300

    貸付金元金回収収入 6,915,875
    資産売却収入 80,959
    その他の収入 1,090,507
投資活動収支 △ 13,278,306
【財務活動収支】

    貸付金支出 6,904,570
    その他の支出 705,703
  投資活動収入 15,197,049
    国県等補助金収入 4,856,071
    基金取崩収入 2,253,638

【投資活動収支】

  投資活動支出 28,475,355
    公共施設等整備費支出 19,795,344
    基金積立金支出 1,069,615
    投資及び出資金支出 123

  臨時収入 133,735
業務活動収支 17,928,058

  臨時支出

    移転費用支出 117,320,250
      補助金等支出 67,833,956
      社会保障給付支出 49,126,308

(9)  連結資金収支計算書
       自　令和６年４月１日

       至　令和７年３月31日

科目名 金額

  業務支出 184,341,765
    業務費用支出 67,021,515

【業務活動収支】

      人件費支出 26,362,574
      物件費等支出 37,482,196
      支払利息支出 1,232,356

139,155

1,944,389      その他の支出

本年度末現金預金残高 19,294,281

前年度末歳計外現金残高 1,029,379
本年度歳計外現金増減額 29,015
本年度末歳計外現金残高 1,058,394

      その他の支出 359,987
  業務収入 202,275,242
    税収等収入 123,963,834
    国県等補助金収入 63,167,045
    使用料及び手数料収入 10,992,930
    その他の収入 4,151,433

    災害復旧事業費支出 61,154
    その他の支出 78,000
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（10）注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1)  有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時に取得原価が判明しているものは、原則として取得原価とし、取得原価が

不明なものは、原則として再調達原価としています。道路、河川及び水路の敷地の

うち取得原価が不明なものは、備忘価額 1円としています。 

開始後は、原則として取得原価とし、再評価は行わないこととしています。 

また、有形固定資産のうち適正な価格を支払わずに取得したものについては、原

則として再調達原価としています。ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水

路の敷地については、原則として備忘価額１円としています。 

  ただし、地方公営企業法が適用される下水道事業会計、水道事業会計及び簡易水

道事業会計については、同法の会計基準に基づき計上しています。また、一部事務

組合・広域連合以外の連結対象団体については、団体ごとに適用される会計基準に

基づき計上しています。 

  

(2)  有価証券等の評価基準及び評価方法 

ア 満期保有目的有価証券 

  償却原価法（定額法）によっています。 

ただし、一部の連結対象団体において、重要性が乏しいものについては適用し

ていません。 

イ 満期保有目的以外の有価証券 

(ｱ)   市場価格のある有価証券等 

作成基準日現在の市場価格により計上しています。  

(ｲ)   市場価格がない有価証券等 

取得価額により計上しています。ただし、実質価額が著しく下落したもの

については、相当の減額を行った後の価額で計上しています。 

  

(3)  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 低価法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第４条第２項各号

に掲げる方法によります。ただし、連結対象団体の棚卸資産の一部については、最

終仕入原価法による原価法によって計上しています。 

 

(4)   有形固定資産等の減価償却の方法 

 定額法により行っています。ただし、連結対象団体が所有する有形固定資産等の

一部については、定率法により行っています。なお、水道事業会計及び簡易水道事

業会計の量水器については、取替法により行っています。 

 

(5)   引当金の計上基準及び算定方法 

・徴収不能引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損の実績率等により、将来徴

収不能になると見込まれる額を計上しています。 
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   ・退職手当引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、今年度末に業務に従事している職員全員

が自己都合退職することを想定し、それに要する費用の総額を計上しています。 

     ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務

等の見込額に基づき計上しています。 

   ・損失補償等引当金 

     履行すべき額が確定していない損失補償債務について、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）に基づく将来負担比率の算定に含

めた将来負担額を計上しています。 

・賞与等引当金 

      翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(6)  リース取引の処理方法 

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じて計上しています。 

 

(7)  連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物としています。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

受払いを含んでいます。 

 

(8)  その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア 連結対象団体（会計）間の相殺消去 

     連結対象団体（会計）間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去した金額で表

示しています。 

イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     税込方式により処理しています。ただし、下水道事業会計、水道事業会計、簡

易水道事業会計及び一部の連結対象団体については、税抜方式により処理してい

ます。 

ウ  資本的支出と修繕費の区分 

  一般会計及び各特別会計において区分が不明な場合は、130 万円未満のものを 

修繕費として計上しています。 

エ  物品の計上基準 

一般会計及び各特別会計においては、原則として、取得価額が 100 万円以上の

場合に計上しています。 

   

２ 重要な後発事象 

該当なし 
 

３ 偶発債務 

会計年度末において現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が

生じた場合に債務となるもののうち、次に掲げるものを記載しています。 
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(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確

定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））  

事 項 
確 定 

債務額 

履行すべき債務が確定しないもの 
総 額 

貸借対照表計上額 貸借対照表未計上額 

新潟県信用保証

協会損失補償 
－ 188 千円 － 188 千円 

 

(2)  係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの  

名 称 事件番号 金 額 

損害賠償請求事件 
令和４年（ワ） 

第 78 号 
21,151 千円 

損害賠償請求事件 
令和５年（ワ） 

第 362 号 
105,191 千円 

 

４ 追加情報 

(1)   対象範囲 

ア 連結対象団体及び連結方法等 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

新潟県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 
 9.99％（普通会計） 

11.24％（事業会計） 

三条･燕･西蒲･南蒲広域養護老

人ホーム施設組合 
一部事務組合・広域連合 比例連結   5.95％ 

新潟県中越福祉事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結  21.85％ 

魚沼地区障害福祉組合 一部事務組合・広域連合 比例連結   4.98％ 

新潟県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  11.60％ 

長岡地域土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

(公財)長岡市米百俵財団 第三セクター等 全部連結 － 

(一財)長岡産業交流会館 第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市勤労者福祉サー

ビスセンター 
第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市国際交流協会 第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市芸術文化振興財団 第三セクター等 全部連結 － 

(大)長岡造形大学 地方独立行政法人 全部連結 － 

(一財)長岡花火財団 第三セクター等 全部連結 － 

(株)山古志観光開発公社 第三セクター等 全部連結 － 

※ 一部事務組合・広域連合以外の連結対象団体については、団体ごとに適用され

る会計基準が異なるため、各団体の法定決算書類を統一的な基準に読み替えて連

結しています。 
   イ 地方公営企業法適用会計の連結方法 

下水道事業会計、水道事業会計及び簡易水道事業会計については、地方公営企

業法の会計基準に基づく法定決算書類を統一的な基準に読み替えて全部連結を

しています。 

 

 

-13-



 

 

(2)   出納整理期間 

 一般会計及び各特別会計については、地方自治法第 235 条の５の規定により出納

整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理期間（令和７年４月１日

～令和７年５月 31 日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

 なお、市の一般会計及び特別会計並びに一部事務組合及び広域連合の会計以外は

出納整理期間がありませんが、出納整理期間がある会計との間で取引があり、出納

整理期間中に当会計年度に帰属する資金の授受がある場合は、当会計年度末に現金

の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

(3)   端数処理等 

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計等の金額

が一致しない場合があります。 

 

(4)   売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲  

土地 556,622 千円 

貸借対照表における簿価を記載しています。 
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